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I.小売消費トレンド

SAMPLE



SAMPLE
1. 小売販売額

• 商業動態統計によると2017年の小売販売額は143兆円と1999年に近い水準。過去約20年間は日本の小

売総額はほぼ横ばいとなっている（調査値は消費税込のため、2014年以降は消費増税分5→8％が付加

されている）。

• 前年比1.9％と近年としては高い伸びだが、内訳をみると自動車+6.4％、燃料+8.2％の伸びが高く、自

動車燃料を除けば+0.6％に留まる。

• 自動車燃料を除く部門としては医薬品・化粧品が+3.9％としっかりしている。実額の伸びは6,600億円

程度となり、これはEC（オンライン）の伸びに近似する。

• 商業統計調査では2014年に122兆円で、同年の商業動態調査値141兆円とは乖離があり、実態がつかみ

きれないことには留意を要する（下記注参照）。

1-1 小売業概況

※各種統計について
• 「商業動態統計」は全数調査の商業統計を母集団として標本調査を行う各年の推計値である。従来は商

業統計が実施されると遡及修正が行われていたが、2012年経済センサスや2014年商業統計との整合は
されず、07年商業統計を基準とする推計が継続している（商業動態統計と商業統計の2014年小売販売額
は約20兆円の差がある）。

• 「2012年経済センサス」は商業以外の業種も調査対象であったが、名簿と実際の産業が異なっても適正
な調査票が再配布されない、新規店には商業固有の調査事項を含まない共通調査票のみ配布されたなど、
調査の精度は低かった模様で、商業統計の推移と比較すると数値が低い。

• 「2014年商業統計」は全数調査であるが、百貨店の市場規模が5兆円未満など実態より明らかに小さい
値もあり、網羅性には疑問が感じられるため、本レポートは金額ベースの値は参照していない。

出典：「商業統計」「商業動態統計」「経済センサス」経済産業省

※2011年6月以降、商業動態統計の部門別売上に医薬品化粧品小売業（ドラッグストアなど）が加わった。2011年の前年比は下半期の比較。

※経済センサスと商業統計調査は卸売業・小売業における調査の対象は同様だが、調査の方法等が異なるため、単純比較はできない。

産業分類の改訂により、『卸売業，小売業』に含まれていた「持ち帰り・配達飲食サービス業」は、平成21年経済センサス（基礎調査）では『宿泊業，

飲食サービス業』に変更された。

■小売販売動向

小売販売額

（十億円）
前年比

小売販売額

（十億円）
前年比

各種

商品

織物･衣服･

身の回り品

飲食

料品
自動車

機械

器具
燃料

医薬品

化粧品

1994年 143,325 121,624 324 144,842 1.1% - - 1.8% -1.9% 0.4% 4.2% 2.6% - -

1995年 - - - 144,810 0.0% - - 0.5% -3.2% -1.7% 4.3% 4.2% - -

1996年 - - - 146,305 1.0% - - -0.2% -2.4% 0.9% 3.5% 8.8% - -

1997年 147,743 128,084 317 145,300 -0.7% - - -1.3% -2.2% -1.4% -5.4% -3.2% - -

1998年 - - - 143,494 -5.5% 115,733 - -6.8% -5.2% -1.9% -9.6% 2.8% - -

1999年 143,833 133,869 295 141,528 -2.7% 113,885 -1.6% -5.0% -6.8% -1.3% -2.8% 4.2% -0.6% -

2000年 - - - 139,435 -1.5% 111,407 -2.2% -3.7% -5.0% -3.6% -1.2% 1.4% 5.2% -

2001年 - - - 136,808 -1.9% 109,482 -1.7% -2.1% -4.7% -0.9% -2.8% -3.7% -2.2% -

2002年 135,109 140,619 264 132,280 -3.3% 106,213 -3.0% -2.0% -5.6% -1.5% -4.7% -6.9% -4.5% -

2003年 - - - 132,446 0.1% 106,295 0.1% -1.3% 2.1% 0.7% 1.0% 1.9% -0.6% -

2004年 133,279 144,129 254 133,649 0.9% 106,347 0.0% -1.6% 3.6% -0.4% 3.1% 3.4% 6.2% -

2005年 - - - 134,828 0.9% 106,467 0.1% -2.9% -0.4% -0.8% -0.1% 0.8% 9.3% -

2006年 - - - 134,911 0.1% 106,492 0.0% -2.7% -2.9% -0.1% -2.3% 2.2% 3.3% -

2007年 134,705 149,665 248 135,417 0.4% 107,907 1.3% -1.5% -1.8% 0.9% -3.5% 2.5% -2.9% -

2008年 - - - 136,019 0.4% 108,455 0.5% -2.6% -1.7% 2.5% 0.1% 0.6% 0.3% -

2009年 - - - 132,961 -2.2% 106,035 -2.2% -10.3% -2.5% 0.4% 4.0% -0.2% -9.6% -

2010年 - - - 136,479 2.6% 107,628 1.5% -3.2% 4.1% 1.5% 3.5% 10.0% 12.1% -

2011年 - - - 135,157 -1.0% 108,014 0.4% -2.3% 1.2% 1.9% -14.1% -11.7% 4.2% 3.9%

2012年 114,852 132,918 238 137,585 1.8% 107,447 -0.5% -0.8% 2.4% 1.0% 21.1% -16.4% 0.8% 1.9%

2013年 - - - 138,897 1.0% 108,524 1.0% 0.2% 2.2% 1.3% -1.4% -1.3% 3.4% 1.9%

2014年 122,177 134,854 250 141,219 1.7% 110,712 2.0% 0.9% 2.8% 2.2% 1.2% 0.6% -0.5% 2.8%

2015年 - - - 140,666 -0.4% 111,886 1.1% -0.2% 2.6% 3.1% 1.3% -3.3% -13.9% 2.6%

2016年 - - - 139,877 -0.6% 111,924 0.0% -2.5% 0.5% 1.5% 1.4% -1.9% -8.8% 1.9%

2017年 - - - 142,514 1.9% 112,588 0.6% -1.3% 2.3% 0.3% 6.4% 2.8% 8.2% 3.9%

商業動態統計　※消費税を含む

部門別売上前年比

商業統計（～2007、2014）

経済センサス（2012のみ）

小売

販売額

（十億円）

売場

面積

（千㎡）

月坪

効率

（千円）

総額 自動車・燃料費除く
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■B to C 品目・業態別ネット売上（億円）

小売市場規模

（億円）

市場規模

（億円）
EC化率

斜体は

当社推計
2016 2015 2014 2013

食品、飲料、酒類 15,579 3.7% 420,000 14,503 13,162 11,915 9,897
食品宅配市場2.8兆円のうちネット

スーパー1,280億円（矢野経済）

生活家電、AV機器、

PC/周辺機器等
15,332 19.2% 80,000 14,278 13,103 12,706 11,887

GfKジャパン：17年市場規模7兆700

億円×ＥC率13％=約9,200億円

書籍、映像・音楽ソフト 11,136 26.4% 42,262 10,690 9,544 8,969 7,850

化粧品、医薬品 5,670 5.3% 107,590 5,268 4,699 4,415 4,088

雑貨、家具・インテリア 14,817 16.5% 90,000 13,500 12,120 11,590 9,638

衣服・服飾雑貨等 16,454 11.5% 142,582 15,297 13,839 12,822 11,637
繊研新聞：回答企業対象16年度ネッ

ト比率8.6％、約8,300億円

自動車、自動二輪車、パーツ等 2,192 1.6% 134,000 2,041 1,874 1,802 1,675

事務用品、文房具 2,048 20.5% 10,000 1,894 1,707 1,599 1,354

その他（燃料等14.5兆円含想定） 2,779 1.0% 280,000 2,572 2,348 2,227 1,907

合計 86,008 5.8% 1,306,434 80,043 72,398 68,043 59,931

除く　自動車、燃料類 83,816 8.2% 1,027,434

出典：電子商取引に関する市場調査、商業動態統計(経済産業省)

別データ

2017 ＥＣ市場規模（億円）

SAMPLE

※カタログ販売含む

※アマゾンは日本国内売上（直販+モール手数料）に基づく推定値。

※ニッセン:2015年より会計方法に変更あり。2016年度はセブン＆アイ傘下となり最終決算不明のため上半期末の通期予想値を代入

※yahoo：2017年よりyahooショッピング、LOHACO、㈱チャームの取扱高を含む新基準に変更した模様のため、過年度に遡って修正した。

■ネット・通販専業大手　小売流通高　（億円）

2017年度 2016年度

21,000 18,000

直営1.2兆円+モール9,000億円 直営1.1兆円+モール7,000億円

25,000 23,000

全取扱高3.4兆円の7～8割と想定 全取扱高3兆円の7～8割と想定

yahooショッピング 6,276 4,788

ネット大手3社計 52,276 45,788

ゾゾタウン 2,629 2,121

ニッセン 1,022 1,279

ディノス（他事業含） 1,138 1,154

千趣会 1,013 1,066

無店舗販売4社計 5,802 5,620

アマゾン

楽天市場

3. インターネット市場

• 消費者向け小売ＥＣ市場は8.6兆円で、年間6,000億円程

度の成長。物販市場を103兆円とみると構成比は8.3％。

• 同年度にネット専業大手3社（アマゾンジャパン・楽天・

yahoo）が引き続き高い伸びを示している。

• フリマやオークションなど個人間EC（CtoC）の伸びも強

力で、メリカリの流通総額は約3,700億円。

• 繊研新聞調査によると、ファッションのＥＣ市場は約

8,300億円（前年約7,300億円）。スマホの普及に伴い近

年はファッション関連の成長が目立つ。

• Gfkジャパン調査によると、家電のEC市場は9,200億円

（前年8,500億円）で成長率は10％を下回ってきている。

• 食品の年間の伸びは過去数年1,000億円を超えているが、

市場規模が大きいため3.5％程度のシェアに留まっており、

伸び率も2％程度。
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1-6 業態・店舗の長期トレンド

• 商業施設開発の流れとしては、駅ビルなどを代表とする都心部での開発が続いている。対して、人口減
少トレンドが顕著な地方都市では新たな商業開発は非常に少なくなった。

• 過去数年はインバウンド旋風が追い風となった小売業であるが、ファッション系販売（特にリアル
ショップ）などが厳しく、全体としては閉塞感も出ている。

• このような環境下で、ホテルやシェアオフィスなども商業施設に複合される動きがみられる。

• また、ネットを販路とする企業やメーカーは、リアルに消費者とつながる場としてPOP UP STOREが多
くみられるようになった。

• Ｅコマースが台頭する中で、商業施設の生き残りにはマーケティング価値のあるか否かがカギとなろう。

■小売と社会の年表 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

社会情勢 1960　カラーテレビ放送開始 1970　人口1億人突破 1986　男女雇用機会均等法成立 1990　大店法規制緩和 2000　大店法→大店立地法 2009　エコポイント
Social Trends 1964　新幹線開通 1972　沖縄返還 1987　国鉄（現JR）民営化 1995　ウィンドウズ95発売 2007　団塊の世代の引退開始 （景気刺激策）

　　　東京オリンピック 1974　物不足深刻化 1988　牛肉・オレンジ輸入自由化 1997　派遣法改正（原則自由化） 2007　都市計画法改正 2011　東日本大震災

1967　自動車保有台数1千万台 　　　GNP戦後初のマイナス成長 1989　消費税導入 　　　消費税5%に増税 　（郊外出店規制） 2013  訪日観光客1千万人

2014  消費税8%に増税

2015　訪日観光客二千万人

2016　熊本大震災

2019 新元号（5月）、消費税10％（10月）
商品別 人気の家電・耐久財 電気冷蔵庫 カラーテレビ SONYウォークマン ミニコンポ(CDの普及） Windows 95 DVDプレーヤー iPad
By Item Popular Electric Devices 電気洗濯機 クーラー（エアコン） ビデオデッキ iMac iPod 地デジテレビ

and Durables 白黒テレビ 自動車 iPhone

グルメブーム 初のスーパー誕生 ファミレス登場
Gourmet Trends ファーストフード登場

回転寿司競合激化

ファッションブーム アイビーブーム ジーンズ普及 竹の子ファッション イタリアブランドブーム レナウンが中国企業傘下に（10）
Fashion Trends ミニスカート流行 ニュートラブーム DCブランドブーム コギャルブーム サンエーと東京スタイル統合（11）

スニーカーブーム 海外ブランド ストリートファッション流行 三陽商会、バーバリー契約終了（15）

サーフファッションブーム 渋カジブーム ユニクロのフリース流行

GAP日本進出（95）　 OldNavy上陸（12）と撤退（17）

ZARA日本進出（98）　 アスレジャーファッション（16-）

業態別
By Store Type

GMS

百貨店

Department Stores

大型ＳＣ

その他の商業施設 コンビニエンスストア登場
Other Commercial Facilities

トイザラス日本進出（91）
コストコ日本進出（99）

カルフール日本進出
（00-10撤退）
IKEA日本再出店（06）

景況
Economic Trends

1955-70高度経済成長
日米貿易

摩擦
バブル経済

91-02平成不況

（失われた10年）
円高

不況
02-07緩やかな回復

08リーマン

ショック
1973,1980

オイルショック
アベノミクス

株高・円安

ルンバ

レイコップ

格安スマホ

デザイン家電

マイナス金利

人手不足

ルミネ

セレクトショップブーム

バブルで

フランス料理活況
エスニックフードの定着

（90年代タイ料理→ 2000年代韓国料理）

インバウンド

爆買い景気

と多様化

郊外型家電量販店

秋葉原電気街

ウォーター

フロントのバー

ヤマダ電機多店舗化

アップルストア

ヤマダ電機都心進出

普及期 バブルで多店舗化・大型化

丸井（DCブランド）

エルメス

ルイ・ヴィトン

ラルフ・ローレン

渋谷109（コギャルブーム）

バブルでファッションや絵画が伸長 1997-2013年、16年連続の売上減少

大型郊外モール増加

大型専門店の影響で低迷

買回り品の購買先、家族が楽しむ場として成長

非食品強化の試行錯誤

ターゲット特化型GMS

アウトレットモール増加

ユニクロ

H&M, Forever 21

セリーヌ

アディダス、NIKE

ブランド旗艦店増加

アイスクリーム

ブーム

裏原宿（ストリートファッション）

スターバックス

原宿・竹下通り

（竹の子ファッション）

カルバン・

クライン
人気海外

ブランド

ルミネパルコ（ＤＣブランド）

不況で廉価業態台頭

■和民（居酒屋）

■サイゼリヤ（ファミレス）

Beams, Ships

（渋カジ）

駅ナカ商業（エチカ、エキュート）

ウォーターフロント

商業施設

オフィス立地商業施設

■丸の内ビル ■六本木ヒルズ ■KITTE

■東京ミッドタウン ■大名古屋ビルヂング

ターミナル立地商業施設

■ＪＲ京都駅（伊勢丹）

■ＪＲ名古屋駅（高島屋）

■ＪＲ大阪駅ビル・ルクア

■ＪＲ博多駅ビル（阪急）

■NEWoMAN（新宿ルミネ）
地下街・駅ビルのラッシュ

子供連れには

百貨店の食堂が人気（お子様ランチ）

外資系おやつ（クリームクリスピー、

パンケーキ、ポップコーン）

鉄道施設跡大型開発

■ソラマチ

■グランフロント

プチ贅沢ブランド

（トリーバーチ、コーチ）

3rd wave

コーヒー

銀座の老舗再生

■東急プラザ銀座

■GINZA SIX

GU

イオンがマイカルを吸収合併（11）

ダイエーがイオンの完全子会社に（15）

ユニーがファミマ傘下に（16）

セブン＆アイとイズミ業務提携（18）

ウォルマートが西友を売却？（18）

ユニーとドンキの協業店オープン（18）

西友、ウォルマート傘下に（02）

セブン＆アイ、ミレニアム統合（05）

ヤマダ電機大量閉鎖（15）

GMS再編

地方店閉鎖

イタメシブーム

アパレルの

転機

各社大量閉鎖

都心店強化、SC化
空港型免税店の

試行錯誤

肉グルメ

コンセプト型SC ■代官山T-site

■イオンライカム ■モリパーク

アウトドアビレッジ

ｸﾞﾛｰｻﾗﾝﾄ

ﾌｰﾄﾞﾎｰﾙ

ファストカジュアル

閉店ラッシュ

都市型

小型商業ビル

ブランド拡大

ニトリ都心進出（15-）

無人レジ（17-）

ファストファッションブームグッチ、プラダ

フェラガモ
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